

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































60～64歳 23 （4．3％） 9 （1．796） 535
65～69歳 18 （2．796） 9 （1．396） 670
70～74 12 （2．396） 2 （0．4％） 523
年齢 75～79歳 9 （2．896） 3 （α9％） 322
80～84 2 （1．696） 3 （2．496） 124
85　以上 2 （3．896） 一 一 52












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































イ　リス ドイツ フランス アメリカ
日




1919年 　1956年i旧西ドイツ） 1948年 1937年 1951年
現在の給 ・公営住宅賃借 ・賃貸住宅の居 ・被扶養者を有 ・民間賃貸住宅 ・公営住宅法に
付の特徴 人については家 住者に住宅手当 する世帯に家族 に居住する収入 より、一定収入
賃減額、民間住 を支給。持家居 住宅手当、高齢 一定基準以下の 以下の世帯に対
宅賃借人につい 住者に対する負 者・障害者等に 世帯の家賃補 して公営住宅入





・公営住宅はPF ・東西ドイツ統合 ・現在は、バウ ・公営住宅入居





・家賃の60％に ・世帯人員、収 ・世帯構成と収 ・収入の一定割





























































人ロ 59，554千人 82，532千人 59．630千人 288，600千人 126，926千人
世帯数 24，346千世帯 38，720千世帯 23，810千世帯 109，297千世帯 47，063千世帯
平均世帯人数 2．37人 2」3人 2．50人 2．69人 2．67人
































一人あたり平均床面積 44㎡ 41．6㎡ 　　2S0．7m 　　没U5．3m 36㎡













社会賃貸住宅ストック 5．104千戸 約2，300千戸 3，953千戸 L632千戸 約2，179千戸
社会賃貸住宅フロー数 19，138戸 14．740戸 　　一S2，609F ほとんど無し 約21，000戸












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1 千代田区 L897，121 1．6 13 杉並区 261，619 1．15
2 中央区 1，211，600 1．35 14 大田区 242，478 1．3
3 港区 786541 1．5 15 墨田区 215425 105
4 渋谷区 620，017 1．4 16 北区 215193 1．2
5 新宿区 606，006 1．3 17 川区 215058 1．1
6 台東区 382，852 1．2 18 区 210，577 1．15
7 文京区 377，790 1．3 19 練馬区 195，809 1」5
8 黒区 364，378 1．3 20 江　区 193，571 t25
9 豊　区 314803 1．25 21 江戸川区 182060 1」5
10 区 296486 1．15 22 区 162032 1．1
11 品川区 292，502 1．35 23 足立区 135309 1」




















































































































































収入　　目 一 1．8 一



















































































































































































































































































































































































理由 性別 年w 、県 1　　業
1 精神疾患患者だから 男性 43 北海道 自由業
2 自営業だから 女性 38 大阪府 専業主婦
3 大家が存在してなかったから 女性 43 新潟県 自由業






男性 68 東京都 その他
6 見た目で 男性i 41 鹿児島県 会社員（技術系）
7 不動産業者の性格 女性128 宮城県 パート・アルバイト








12 短期間で決めなければならない状況 男性 28 北海道 会社員（技術系）
13 建築設備のプロだから 男性 69 栃木県 その他
14 若いから 女性 21 神奈川県 専業主婦
15 たまにクレームをつけるから 男性 31 埼玉県 公務員
16 元夫が外人だったから 女性 43 東京都 専業主婦




19 職業の差別を受けた 女性 55 大分県 パート・アルバイト

































































































































60～64 45 （8．496） 81 （15．1％） 535
65～69歳 54 （8」％） 91 （13．696） 670
70～74歳 39 （7．596） 68 （13．096） 523年齢
75～79 24 （7．5％） 39 （12」96） 322
80～84歳 11 （8．996） 15 （12．1％） 124
85歳以上 6 （11．596） 8 （15．496） 52




























































































































































































































































































































































130 宿区 文京区 黒区 大田区
1．25 江　区 世田谷区豊 区
t20 台東区 北区
1．15 中野区 杉並区 橋区 ．区 江戸川区









































































































































































































































































































































































































































































2 2人 174 33．7
3 3人 89 17．2
4 4人 52 10．1
5 5人 15 2．9
6 6人 4 0．8











































































































































































































































Q8住まい 公呂 小 大但 平均 シ　ー
民間賃貸住宅 思う 性別 216 0 1 0．601852 0．490653
年齢 216 21 74 4537963 14．87668
世　人数 216 1 6 2．00463 1089048
老人の数 215 0 4 0」02326 0．430978
子供の 216 0 4 0．324074 0．699883
入居年数 216 0 67 6．37963 7．909038
交通手段 201 0
書 038806 0488525
駅からバス 78 1 30 9．717949 5．877312
月賃　料 216 15000 180000 64403．01 26021．34
未婚既婚 216 0 1 0．523148 0．500624
母子家庭 216 0 1 0．023148 0」50723
父子家庭 216 0 1 0．00463 0．068041
世　　収 216 0 4750000 2878472 1256837
年間賃料 216 180000 2160000 772836．1 312256」




153 0 1 0．51634 0．501374
年齢 153 22 フ4 43．42484 14．8”4
世　人数 153 1 6 2」89542 1．265699
老人の数 153 0 6 0」30719 0．581432
子供の数 153 0 3 0．333333 0．71635
入居年数 153 0 45 6．30719 7．697642
交通手段 144 0 1 0．402778 0．492169
駅からバス 58 1 60 12．27586 10．36829
月賃貸料 153 0 185000 63418．1 25787．9
未婚既婚 153 0 1 0．470588 0．500773
母子家庭 153 0 1 0．039216 0」94745
父子家庭 153 0 0 0 0
世帯年収 153 0 4750000 3187908 1164610
年間　料 153 0 2220000 761017．3 309454．8





Q8住まい 公呂 又 最小但 平均但 》　一
思う 性別 68 0 1 0．573529 0．498241公団・公社の
ﾀ貸住宅 年齢
68 30 77 57．70588 11．76265
世　人数 68 1 5 2．088235 0．988521
老人の数 68 0 2 0．294118 0．520012
子供の数 68 0 2 0．205882 0．505457
入居年数 68 0 35 15．14706 10．60733
交通手段 64 0 1 0．5625 05
駅からバス 36 3 30 13．5 6．995917
月賃貸料 68 5500 130000 49092．21 26262．35
未婚既婚 68 0 1 0．470588 0．502845
母子家庭 68 0 1 0．044118 0．206883
父子家庭 68 0 1 0つ14706 0．121268
世　年収 68 0 4750000 2613971 1239458
年間賃料 68 66000 1560000 589106．5 315148．2




13 0 1 0．692308 0．480384
年齢 13 22 72 52．07692 16．45429
世　人 13 1 4 2．153846 0．987096
老人の数 13 0 1 0．153846 0．375534
子供の数 13 0 2 0．230769 0．599145
入居年 13 0 28 6．230769 7．865048
交通手段 11 0 1 0．454545 0．522233
駅からバス 5 3 10 7．6 3．361547
月賃貸料 13 5000 160000 80079．23 47064．87
未婚既婚 13 0 1 0．461538 0．518875
母子家庭 13 0 1 0．076923 0．27735
父子家庭 13 0 0 0 0
世　　収 13 1000000 4750000 3346154 943941．5
年間賃料 13 60000 1920000 960950．8 564778．5





Q8住まい 公呂 小但 平均 5　一
公営住宅 思う 性別 59 0 1 0．542373 0．502478
齢 59 27 72 54．28814 13．34173
世　人数 59 1 4 2．423729 tOO3501
老人の 59 0 2 0．237288 0．536238
子供の数 59 0 2 0．474576 0．816974
入居年数 59 0 40 13．59322 12．81583
交通手段 53 0 1 0．509434 0．504695
駅からバス 27 1 60 12．74074 11．74273
月　貸料 59 8500 83000 28642．37 15818．16
未　既婚 59 0 1 0．305085 0．464396
母子家庭 59 0 1 0．050847 0．221572
父子家庭 59 0 0 0 0
世　年収 59 0 4750000 2716102 1233038
年間賃料 59 102000 996000 343708．5 189817．9




7 0 1 0．571429 0．534522
年w 7 35 65 49．42857 “68842
世　人 7 1 5 3．285714 1．603567
老人の 7 0 1 0．142857 0377964
子供の数 7 0 3 1．285714 1．380131
入居年数 7 1 16 7．857143 5．336309
交通手段 5 0 1 0．8 0．447214
駅からバス 4 2 35 20．5 13．82027
月賃　料 7 15000 35000 25628．57 7213，347
未婚既婚 7 0 1 0．285714 0．48795
母子家 7 0 0 0 0
父子家庭 7 0 0 0 0
世　年収 7 1000000 4250000 2821429 1419465
年間　料 7 180000 420000 307542．9 86560」7
家賃　担 7 0．042353 0．2568 0．141364 0．077552
効ケース 4
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